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1. はじめに 

 行政法の研究者にとって、「青写真」判決1と言えば、最も重要であると同時に、最も評判の悪い判決で

もあった。言わば、権利救済に冷淡な最高裁判決のシンボル的存在であったと言っても過言ではない。

判決が出されてから 42 年余りの間、少なからずその問題点が指摘されていたが、司法制度改革の荒波

に耐え切れなくなったためであろうか、ようやく最高裁大法廷も重い腰を上げることになった。すなわち、

平成 20 年 9 月 10 日の判決2(以下「本判決」と略する)において、大法廷は「青写真」判決を変更して、土

地区画整理事業の事業計画決定に対する取消訴訟の提起を認めたのである。 

 当然のことであるが、区画整理事業の利害関係者にとっては、早期の権利救済の道が開かれるという意

味で、本判決は福音になると考えられる。逆に、「青写真」判決の傘によって保護されてきた施行者(市町

村・都道府県等)にとっては、訴訟リスクが更に拡大するという意味で、本判決は新たな頭痛の種になるか

もしれない。 

実際、平成 16 年の統計では、地方自治体を施行者とする事業のうち、施行中のものは 800 近くに及

ぶことから3、今後、事業計画決定の取消を求めて相当数の訴訟が提起されることが予想される。施行中

の事業を抱える自治体では、訴訟において事業の適法性をこれまで以上に説得的に論証することが求

められることになるだろう。 

 
1 いわゆる「青写真判決」とは、最高裁大法廷昭和 41 年 2 月 23 日判決・民集 20 巻 2 号 271 頁（区画整理事業設計等

無効確認請求事件）を指す。 
2 判例時報 2020 号 18 頁、民集 62 巻 8 号 2029 頁。この判決の評釈として、藤巻秀夫「土地区画整理事業計画の決定

と抗告訴訟」札幌法学 20 巻 1＝2 号（2003 年）113 頁以下がある。また、増田稔「行政計画と行政処分性」藤山＝村田編

『新・裁判実務体系 25 行政争訟［改訂版］』青林書院 2012 年 146-157 頁 
3 社団法人街づくり区画整理協会の HP(https://www.ur-lr.or.jp/outline/history.html#01) を参照（最終閲覧日 2022

年 5 月 13 日）。 


